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近年における日本の経済成長を米国のそれと比較

検討し論評を加えた図書は，過去数多く出版されてい

るが，本書もその一つと云えるものである．ユニーク

な点は，題名に示されているように，単に分析．評価

にとどまらず，日米が共同して繁栄していくにはどの

ような方策が必要であるかを提案していることであろ

う．本文は四部より構成され，前半において過去の事

例の分析，後半はその結果をふまえた具体的提案にな

っている．

第一部では18世紀のイギリスの綿織産業，イギリス

で栄え，スイスに移って定着した時計産業，19世紀に

おけるアメリカの工作機械産業や，輸送改革をもたら

した鉄道事業，ドイツにおける染料を中心とした化学

工業等，その時代の経済成長の基盤となった産業を分

析し，これらの産業がどのような過程を経て繁栄して

いったか，いかなる影響を周辺産業に与えつつ拡大し

ていったか，その中で技術革新がどのようなインパク

トを与えたか，また政府のかかわりの度合とその効果

がどのような形であらわれたかを詳細に評価すること

によって，戦略産業とは何か，いかなる条件を備えた

ものが戦略産業として定義づけられるかについて考察

している．これらの分析を通して，特に技術主導の経

済成長は爆発的，非線形的であり，伝統的経済モデル

では表わせない性格を有していることを示し，戦略産

業を考える場合に考慮すべき点を指摘している．

さらに，米国の現在の状況について，1960年以降国

際的シェアの低下は適切な経済成長理論に基づく政策が

なく，場当り主義的な政策対応のもたらした結果と酷

評する．

第二部では日本の場合について，特に戦後の経済復

興と高度成長を，自動車産業，半導体，コンピュータ，

通信機器といった成長の基盤業種について，これらが

いかに育成され拡大してきたか，政府，特に通産省が

技術開発の方向づけを行い，資本の配分を指導するこ

とにより経済成長に大きな役割を果してきたことを具

体的事例をもとに解説し，タイミングのよい立法と補

助金の投入が経済成長にとってきわめて効果的である

ことを説いている．最近の話題である半導体，計算機，

通信機器からロボット，生命工学といった先端技術分

野における日本の現状分析と米国産業との比較は本書

の主旨とは離れるかもしれないが，ひじょうに興味深

い読み物になっている．

第三部において，著者がトリガーメソッドと名付け

た手法により戦略産業を定義し，経済成長へ結びつけ

るプロセスを提案している．過去の事例から戦略産業

の具備すべき条件として10の評価項目を設け，各項目

を10点法で評価することで，その産業が戦略産業にな

りうるかどうかを判定する．さらにこれら戦略産業候

補に対し，「交渉による産業投資戦略」を適用して運用

していこうというものである．この方法は戦略産業に

かかわるあらゆる分野の関係者が参加し，コンセンサ

スを形成していくもので，推進役に政府機関である戦

略産業局があたり，利害中立の学識経験者よりなる諮

問委員会，選出された調停役が審査・調停にあたると

いうものである．このようにして作成された戦略計画

は，今迄の場当り的やり方では達成できない協調ある

成長が可能であると主張する．

第四部で，現在おかれている日米経済関係を論評，

高度技術分野における日米摩擦が何に起因するか，彼

我の考え方の違いを指摘し，第三部で提案した方法を

二国間に適用し，共同成長戦略計画を立案すべき時期

に来ていることを結論としている．本書の著者は米国

と日本に事務所をかまえ活躍している弁護士であるこ

とから,引用されている事例やデータは具体的でかつ詳

細にわたっており充分な調査のもとに書かれたもので

あること力§うかがえる．片手間に読むにはや謹堅すぎ

る内容であるが，日米がかかえている問題点を理解す

るだけでも一読の価値がある．
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